
議案第１４５号

渋川市個別処理浄化槽条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

令和２年１１月３０日提出

渋川市長 髙 木 勉

渋川市個別処理浄化槽条例の一部を改正する条例

渋川市個別処理浄化槽条例（平成１８年渋川市条例第２３０号）の一部を

次のように改正する。

第２条中「用いる次の各号の」を「次の各号に掲げる」に、「当該各号に

掲げる」を「それぞれ当該各号に定める」に改める。

第４条第１項中「（以下「申請者」という。）」を削り、同条第２項中「

行った申請者」を「行った者（以下「申請者」という。）」に改める。

第６条中「同様」を「、同様」に改める。

第９条中「排水設備」を「第６条の規定による承認を得た者は、排水設備

」に改める。

第１０条中「届出なければならない」を「届け出なければならない」に改

める。

第１２条中「汚水の量」の次に「（以下「排除汚水量」という。）」を加

え、「これ」を「、これ」に改める。

第１３条中「使用者が排除した汚水の量」を「排除汚水量」に改め、同条

に次の１号を加える。

（３） 営業等に伴い使用する水の量が排除汚水量と著しく異なる使用者

は、浄化槽を使用した月の末日から起算して７日以内に、排除汚水量及

びその算出根拠を記載した申告書を管理者に提出しなければならない。

この場合において、前２号の規定にかかわらず、管理者は、その申告書

を勘案して排除汚水量を認定する。

第１３条に次の１項を加える。

２ 管理者は、前項第２号及び第３号に該当し、特に必要と認めるときは、

排除汚水量を測定するための計測器具を設置することができる。

第１４条中「排水汚水量」を「排除汚水量」に改める。



第１８条第１項中「又は排水設備」を削り、「立ち入らせ、」の次に「排

水設備の」を加える。

第１９条第１項中「使用者」の次に「並びに土地の権利者」を加える。

第２２条中「を適用除外とする」を「については、この条例の規定は、適

用しない」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

理 由

条例の評価・見直しの審査結果に基づき、所要の改正をしようとするもの

である。



渋川市個別処理浄化槽条例の一部を改正する条例（案）新旧対照表
（傍線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（定義） （定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該 第２条 この条例において、用いる次の各号の用語の意義は、当該各号に掲

各号に定めるところによる。 げる ところによる。

（１）～（５） （略） （１）～（５） （略）

（工事計画の作成等） （工事計画の作成等）

第４条 処理区域内の住宅に係る住宅所有者及び事業所所有者 第４条 処理区域内の住宅に係る住宅所有者及び事業所所有者（以下「申請

は、管理者に対し、浄化槽の設置を申請することができる 者」という。）は、管理者に対し、浄化槽の設置を申請することができる

。 。

２ 管理者は、前項の規定による申請があったときは、工事計画書を作成し ２ 管理者は、前項の規定による申請があったときは、工事計画書を作成し

、当該申請を行った者（以下「申請者」という。）の承認を求めるものと 、当該申請を行った申請者 の承認を求めるものと

する。 する。

３～５ （略） ３～５ （略）

（排水設備の計画承認） （排水設備の計画承認）

第６条 排水設備を新設、増設又は改造（以下「新設等」という。）若しく 第６条 排水設備を新設、増設又は改造（以下「新設等」という。）若しく

は撤去しようとする者は、その計画について、あらかじめ管理者に申し込 は撤去しようとする者は、その計画について、あらかじめ管理者に申し込

み、承認を得なければならない。承認を得た計画を変更しようとするとき み、承認を得なければならない。承認を得た計画を変更しようとするとき

も、同様とする。 も同様 とする。

（排水設備工事の検査） （排水設備工事の検査）

第９条 第６条の規定による承認を得た者は、排水設備の新設等の工事が完 第９条 排水設備 の新設等の工事が完

了したときは、工事の完了した日から５日以内にその旨を管理者に届け出 了したときは、工事の完了した日から５日以内にその旨を管理者に届け出

て、検査を受けなければならない。 て、検査を受けなければならない。

（使用開始等の届出） （使用開始等の届出）

第１０条 使用者は、浄化槽の使用を開始し、休止し、若しくは廃止し、又 第１０条 使用者は、浄化槽の使用を開始し、休止し、若しくは廃止し、又

は現に休止しているその使用を再開しようとするときは、遅滞なくその旨 は現に休止しているその使用を再開しようとするときは、遅滞なくその旨

を管理者に届け出なければならない。 を管理者に届出なければならない 。

（使用料の算定方法） （使用料の算定方法）

議
案
第
１
４
５
号
参
考
資
料



第１２条 使用料の額は、使用者が排除した汚水の量（以下「排除汚水量」 第１２条 使用料の額は、使用者が排除した汚水の量

という。）に応じ、１か月につき次表に定めるところにより算定した額に に応じ、１か月につき次表に定めるところにより算定した額に

消費税相当額（消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に基づき消費税が 消費税相当額（消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に基づき消費税が

課される額に同法に基づく税率を乗じて得た額及び地方税法（昭和２５年 課される額に同法に基づく税率を乗じて得た額及び地方税法（昭和２５年

法律第２２６号）に基づき地方消費税が課される額に同法に基づく税率を 法律第２２６号）に基づき地方消費税が課される額に同法に基づく税率を

乗じて得た額をいう。）を加えた額とする。この場合において、その額に 乗じて得た額をいう。）を加えた額とする。この場合において、その額に

１円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。 １円未満の端数が生じたときはこれ を切り捨てるものとする。

表 （略） 表 （略）

（排除汚水量の算定方法） （排除汚水量の算定方法）

第１３条 排除汚水量 の算定は、次に定めるところによる。 第１３条 使用者が排除した汚水の量の算定は、次に定めるところによる。

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略）

（３） 営業等に伴い使用する水の量が排除汚水量と著しく異なる使用者

は、浄化槽を使用した月の末日から起算して７日以内に、排除汚水量及

びその算出根拠を記載した申告書を管理者に提出しなければならない。

この場合において、前２号の規定にかかわらず、管理者は、その申告書

を勘案して排除汚水量を認定する。

２ 管理者は、前項第２号及び第３号に該当し、特に必要と認めるときは、

排除汚水量を測定するための計測器具を設置することができる。

（中途使用における使用料の算定） （中途使用における使用料の算定）

第１４条 月の中途において浄化槽の使用を開始し、休止し、若しくは廃止 第１４条 月の中途において浄化槽の使用を開始し、休止し、若しくは廃止

し、又は休止中のものを再使用しようとするときは、当該月分の使用料は し、又は休止中のものを再使用しようとするときは、当該月分の使用料は

、次に定めるところによる。 、次に定めるところによる。

（１） 使用日数が１５日を超えないで使用水量が第１２条の表の基本使 （１） 使用日数が１５日を超えないで使用水量が第１２条の表の基本使

用料の欄に規定する排除汚水量の２分の１以下のときは、基本使用料の 用料の欄に規定する排水汚水量の２分の１以下のときは、基本使用料の

２分の１の額 ２分の１の額

（２） 使用日数が１５日を超えたとき、又は使用水量が第１２条の表の （２） 使用日数が１５日を超えたとき、又は使用水量が第１２条の表の

基本使用料の欄に規定する排除汚水量の２分の１を超えたときは、１か 基本使用料の欄に規定する排水汚水量の２分の１を超えたときは、１か

月として算定した額 月として算定した額

（立入検査） （立入検査）

第１８条 管理者は、浄化槽の管理上必要があると認めたときは、所有者又 第１８条 管理者は、浄化槽の管理上必要があると認めたときは、所有者又

は使用者の占有する土地、建物 に職員を立ち入らせ、排水設 は使用者の占有する土地、建物又は排水設備に職員を立ち入らせ、

備の調査又は検査させることができる。 調査又は検査させることができる。

２ （略） ２ （略）
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（保管義務等） （保管義務等）

第１９条 申請者及び使用者並びに土地の権利者は、浄化槽を適正に保管、 第１９条 申請者及び使用者 は、浄化槽を適正に保管、

使用しなければならない。 使用しなければならない。

２～４ （略） ２～４ （略）

（適用除外） （適用除外）

第２２条 次に掲げるものについては、この条例の規定は、適用しない。 第２２条 次に掲げるものを適用除外とする 。

（１）～（３） （略） （１）～（３） （略）


